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この「安心と希望の医療確保ビジョン」報告により、具体化に関する検討会が設けられ「中間とりまとめ」が示された。 

「中間とりまとめ」序文によると「本検討会は、国民が地域で安心して医療を受けられるよう、医療を守り、質を高めるために

必要な具体的な方策について、国民・患者や現場の視点に立って 7 回 16 時間を超える時間にわたり議論を重ねてきた。厚生労

働省においては、こうした議論を踏まえて、関係省庁とも協力し、下記の事項及び検討会で出された現場の知恵ともいうべき提

案について積極的に取り組むことを要請する。併せて、医療者、特に指導者たる病院長・医学部長等においては、真に国民の信

頼を得るため、徹底した情報開示を含めた自浄作用への取り組みが求められる。更に、医療費の対 GDP 比が OECD30 カ国の中で

も 21 位と低い水準にあることを踏まえ、より質の高い医療の実現とそれに必要な医療費のあり方について国民的な議論が行わ

れることを期待する。」と述べられている。以下に前文を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

「安心と希望の医療確保ビジョン」 具体化に関する検討会中間とりまとめ  2008.9.22 

１．医師養成数･･･産科や救急などの診療科では勤務医の不足から厳しい状況におかれ、また、地域によってはその他の診

療科も含め医師が不足する事態となっている。こうした勤務医等の待遇等の状況を改善するとともに、さらに医療の質を高め

るため、医師養成数については増加させるべきである。 

◇ 来年度においては、医学部教育・地域医療に支障を来さないよう配慮しつつ、少なくとも過去最大の医学部定員（8，360

人）を上回る程度を目指すべきである。 

◇ 我が国の人口 10 万対の医師数は OECD30 カ国中 26 位と低いこと、OECD の平均医師数が我が国のそれの約 1．5 倍であるこ

とも考慮し、医学部教育・地域医療に支障を来さないよう配慮しつつ、将来的には 50％程度医師養成数を増加させることを

目指すべきである。その後医師需要をみながら適切に養成数を調整する必要がある。こうした医師需要を検証する観点から

厚生労働省において必要な医師数について推計し直すべきである。その際、少子高齢化の進展や国民の医療に対するニーズ

や意識が変化していることを踏まえ、あるべき医療の姿もイメージしつつ、高齢化の状況、患者の診療動向、女性医師の増

加や働き方に関する意識の変化、医師の勤務実態、世代別の状況、医療提供体制のあり方など様々なパラメータをできるだ

け考慮した専門的な推計を行うべきである。 

２．医師の偏在と教育･･･現下の医師不足問題は、診療科の偏在と地域の偏在という「２つの偏在」によって深刻さを増し

ている。国民が地域において確実に必要な医療が受けられるようにするためには、医師の数を増やすだけでなく、こうした偏

在の問題に的確に取り組む必要がある。 

◇ 診療科の偏在の問題については、特に病院に勤務する医師が減少傾向にある診療科や救急医療においては、時間内でも時

間外でも厳しい勤務を求められることが多いことを踏まえて、その働きを評価し、医師が魅力あると思うようなインセンテ

ィブを付与することが重要である。外科系の診療科をはじめ医師の技術を適切に評価するため、ドクターフィーについても

検討する必要がある。 

◇ 地域の偏在の問題については、へき地などで働く医師へのインセンティブの付与、へき地などへ派遣された医師を様々な

面でサポートする体制の整備、医学部の定員を増やす場合に地方出身者が地元の医学部に入学しやすくする方策が必要であ

る。また、専門医としての総合医・家庭医の養成とともに、他の専門医が総合医・家庭医となって地域医療を担うようなキ

ャリアパス、再教育のプログラムが必要である。 

◇ 当面、上記のインセンティブの一つとして、産科、救急、へき地などで勤務する医師等に対して手当を支給し、その働き

を評価すべきである。また、通常の勤務に加え、当直やオンコール対応など厳しい状況に置かれた勤務医の勤務条件を短時

間正規雇用などにより改善を図るべきである。 

◇ また、２つの偏在の問題に対応し、また、医療の質を高めていくため、現場の意見を十分聴取・検証し、国民・社会特に

患者の声を聞きながら、諸外国の例を参考にしつつ、初期臨床研修制度や専門医トレーニング（後期研修制度）のあり方を

見直すべきである。 

◇ より質の高い医師を効果的に養成する観点から、医師の卒前・卒後教育の連携をはじめとした臨床研修制度のあり方につ

いて、文部科学省と厚生労働省との合同の検討会を早急に立ち上げ、対策の具体化を図るべきである。 
３．コメディカル等の専門性の発揮とチーム医療･･･よりよい医療を実現するためには、治療にあたるチームを構成す

る医師のみならず各コメディカルが専門性を発揮していくことが重要である。 

◇ コメディカルが専門性を持ち、キャリアアップできる仕組みが必要であり、そうしたことへのインセンティブの付与や支

援が必要である。同時に、コメディカルの数を増加させることについて具体的な検討が必要である。 

◇ チーム医療を実践することや各職種が専門性を発揮し、患者のためのよりよい医療が行われる体制がとられることを前提

にその職種でなくても行いうる業務を他の職種に担わせるスキルミックスを進めるべきである。 

◇ 患者の安全性向上のため、4 年制大学への移行も視野に、看護師基礎教育の充実を図るべきである。 

◇ 医療者と患者間の真の協働関係を樹立するためには、医療従事者が全体として、患者の立場を十分に配慮するという施設

の「文化」を醸成する必要がある。そのためには管理者の姿勢が重要である。諸外国の例を参考にしながら、医療における

院内メディエーターの活用も今後の検討課題とすべきである。 

４．地域医療・救急医療体制支援 
◇ 地域医療の担い手の一つとして、専門医としての総合医・家庭医のあり方等について検討を進めるべきである。 

◇ がんなどの在宅医療や看取りまで行う在宅医療・在宅医の専門性を評価すべきである。訪問看護について、医師の標準的

指示書や個別的約束指示の下で看護師の裁量性を認めることや、訪問看護のあり方を検討すべきである。 

◇ 地域全体の病院医師や診療所医師の連携を円滑に進め、診療所医師が病院での診療に携わることを進めるためには、病院

における医療に対する診療報酬を、ホスピタルフィーとドクターフィーに区別することを検討する必要がある。    ⇗

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


